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研究成果の概要（和文）： 

 
研究成果の概要（和文）： 

 １９７０年代後半から２０００年までの指導要録改訂に関わった関係者へのインタビュー調
査を通して、背景にある戦後から現在までの評価観や学力観の歴史的変遷のターニングポイン
トに関する歴史的証言を収集することができた。 
 また、通知表に使用されている用語のカテゴリー分析を通して、利用パターンと教科特
性について定量的な分析から学校独自の学力観を抽出することができた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
It was possible to collect the historical testimony with which a Turning Point of a 

historical change in the evaluation look from the postwar to present and the scholastic 

aptitude look in the background is concerned through an interview investigation to the 

person concerned about a guideline revision from the second half in 1970 's to 2000. 

  It was possible to pick the school personal achievement look out from a quantitative 

analysis about the use pattern and the subject special quality through a category analysis 

of the terminology used for a report card. 
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１．研究開始当初の背景 

戦後評価観転換のターニングポイント
になった昭和５０年代の教育背景  

１９６０年代（昭和４０年代～）はアメ
リカ・日本・ソ連などで教育内容を現代
の科学・技術・文化の達成に基づいて更
新するカリキュラム改造運動としての

「教育の現代化」の時代であった。日本
でも１９６４年の東京オリンピックか
ら７０年にかけての高度経済成長の時
代を迎え、高校への進学率の高まりを迎
え「受験競争」など教育課題が国民的関
心に上るようになってきた。  

続いて、１９７１年（昭和４６）、全
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国教育研究所連盟は小・中学校を対象に
「学校の授業をどの程度理解している
か」調査し、マスコミから「落ちこぼれ
７・５・３」と呼ばれる結果を発表した。
概要は「教育内容を理解しているのは、
小学校７割、中学校５割、高校３割で残
りは理解できていない」とするものであ
った。マスコミは「小学校の算数も出来
ていない中学生が増加している」とし、
低学力の「落ちこぼれの子どもたち」の
原因を「教育の現代化」にあるとし、ア
メリカから取り入れた「教育の現代化」
批判が一層激しくなった。  

さらに、１９７５年（昭和５０）国立
教育研究所の学力調査（国語、算数・数
学、社会、理科、英語）、１９７５～７
６年の国民教育研究所の学力調査（国語、
算数・数学）結果は全国の小・中学校の
児童・生徒の低学力の実態を明らかにし、
学校教育の「落ちこぼれ」「詰め込み」
教育批判がいよいよ高まり、学力や評価
の改革が焦点化する時代状況を迎えて
いた。  

 

 

２．研究の目的 

 これまでの研究では、予め明らかにし
たい事柄をテーマに掲げ、仮説に従って
テーマの解明を進めていくのが常であ
る。しかし、今回は逆でこれまで我々研
究グループ（全国教育評価実態調査委員
会）が調査研究の際蓄積してきた全国
小・中学校の通知表の資料をテキストマ
イニング手法を用い単語（クラスター）
分析を通して、通知表独自の学力観・評
価観を抽出する探索的アプローチによ
る研究手法を試みた。その研究成果につ
いては、第二部で明らかにすることがで
きた。また、指導要録・通知表にみる戦
後学力観・評価観の変遷のターニングポ
インになったキーパーソンの方々から
の聞き取り調査の研究成果は第一部と
して明らかにすることができた。  

 

 

３．研究の方法 

  第一部 
  インタビュー調査 
 
 第二部 
テキストマイニング手法を用い単語
（クラスター）分析 

 
 
４．研究成果 
第１部の研究成果  

 現在聞き取れる可能な範囲当時の教

育課程審議会委員、指導要録改訂協力者
会委員、文部省幹部、国立教育研究所研
究者、教育現場代表を中心に７人の関係
者から聞き取り調査をすることができ
た。一人目は、宮本三郎元茨城県下館小
学校校長である。氏は昭和５４年の指導
要録改善協力者会議委員である。二人目
は、昭和５４年の会議の文部省小学校課
長、後審議官で昭和５５年版指導要録実
現のため文部省内で力を発揮した中島
章夫氏である。三人目は、竹田紀男氏で
ある。氏は日本での形成的評価研究の草
分けとして岩手大学附属中学校の研究
部長として同校に形成的評価に基づく
授業研究を導入した人物である。四人目
は、陣川桂三氏である。氏は福岡教育大
学附属中学校研究部長として形成的評
価に基づく授業研究をいち早く導入し
た人物である。五人目は、小島宏元東京
都根岸小学校長である。氏は平成１１年
度版指導要録の答申を作成した教育課
程審議会専門委員として全国小学校連
合会代表である。六人目は、安斎元全国
中学校校長会長である。氏は同じく平成
１１年度に教育課程審議会委員として
全国中学校校長会代表として参加した。
七人目は、村松啓至元静岡県教育センタ
－指導主事である。氏は平成１４年に静
岡大学附属浜松中学校の研究部の経験
を生かし、「静岡県評価規準モデル」作
成の中心メンバーであった人物である。
最後の七人目は、元国立教育研究所研究
員で、昭和５４年指導要録改訂協力者会
議員であった梶田叡一氏である。氏は、
１９７１年（昭和４６）スウエーデンの
グレナで開催されたＩＥＡ（教育到達度
評価国際協会）主催の「カリキュラム改
革に関する国際セミナー」（６週間）に
中島章夫氏らとともに派遣され、そこで
ＩＥＡ会長であるアメリカ、シカゴ大学
のブルーム（Ｂｌｏｏｍ，Ｂ，Ｓ）らが
開発した「教育評価の分類学」（タキソ
ノミー）の考え方や形成的評価の考え方
を学び、ブルーム理論をいち早く日本に
紹介した梶田叡一氏である。梶田叡一氏
には、この研究の中心テーマである戦後
の評価観・学力観転換の歴史的ターニン
グポイントについての学力・評価論争を
総括してもらうことができた。  

 

第２部の研究成果  

（１）通知表独自の項目観点に現れる  

単語（クラスター）分析の概要  

 これまで全国調査で収集した通知表
の中から継続性が強い国立附属小・中学
校を選び、各学校の通知表がどのように
指導要録の影響を受けているか、また学



校の独自の学力観・評価観を持っている
かについて、二次にわたる通知表の実態
調査（平成５年度、平成１５年度）で収
集した全国国立大学附属小・中学校６０
校の通知表を対象に、テキストマイニン
グ手法を用いて、通知表独自の項目観点
に現れる単語（クラスター）分析を探索
的に研究することを試みた成果を報告
している。  

 クラスター分析によると、通知表には
文部科学省が参考様式として示した指
導要録の評価項目だけではなく、各学校
が独自に育成したい学習能力として、学
校固有の単語として「見つける」「書い
たり」「まとめる」「表す」「積極的」「協
力して」「取り組む」「準備する」「提出
物」などの評価項目が抽出できる分析し
ている。校種別の特徴として小学校では、
「表現活動」「正確さ」「集団への参加」、
中学校では「学習習慣」という単語が評
価項目として設定されているとしてい
る。 また、評価観点で出現頻度の高い
「自分」を分析すると指導要録では一部
の教科で見られる「自分の考え方」「自
分なりに」などの表現が、通知表では「自
学」の観点では「自分の考え」（国語・
社会）、「自分の思い」（図工）、「自分の
課題」（体育）、「個性」の観点では「自
分なりに」「自分らしい表現・発想」（図
工）、「意欲」の観点では「自ら進んで」、
「省察」の観点では「自分の生活時間」
「自分の体」（体育）が抽出できるとし
ている。「自分」に関する校種別の特徴
として小学校では「自分なりに」を重視、
中学校では「自分の考え」を重視し、小・
中学校共通に重視している評価観点と
して「自ら」「自ら進んで」が教科横断
的に重視していると分析している。  
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